




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































11）UNICEF（2007）, Innocenti Report Card 7, An overview 
of child well-being in rich contries, “Figure 6.3b Percentage 
of 15 year-olds agreeing with speci#c negative statements 
about personal well-being”, pp.37-38.
12）OECD編著，徳永優子・来田誠一郎・西村美由起・
矢倉美登里訳（2012）『OECD幸福度白書─より良
い暮らし指標：生活向上と社会進歩の国際比較』，明
石書店，pp.312-313.
13）同上，p.312．
14）総務省青少年対策本部（2004）『第７回世界青年意識
調査報告書』，pp.66-67，内閣府共生社会政策，http:// 
www8.cao.go.jp/youth/kenkyu/worldyouth7/html/
hyoushi.html.　および（財）日本青少年研究所（2008）
『中学生・高校生の生活と意識調査』，「調査概要」 
pp.6-7および「単純集計結果」pp.6-9参照，http://www1. 
odn.ne.jp/~aaa25710/reserch/（2014.2.27参照）
15）明石要一他（2014）『速報版「第２回放課後の生活時
間調査」子どもたちの時間の使い方［意識と実態］調 
査』，ベネッセ教育総合研究所，p.21参照，および「調 
査結果ダイジェスト意識と実態『ゆとりがない子 
どもたちの放課後』．http://berd.benesse.jp/shotouchutou/ 
research/detail1.php?id＝4278（2016.1.19参照）．
16）松居友（2015）「居場所，それは友情と愛」，「特集子
どもの居場所part 2　貧困や格差に取り組む活動のい 
ま」，『子どもと読書（414）』，親子読書地域文庫全国 
連絡会，p.11参照 .
17）「次世代育成支援対策法」（2003）は，「次世代を育成
する」，つまり「現に生活している子どもたちが健や
かに育ち，その親を援助することを主目的とした法
律」である．また，「少子化の進行をふまえ，子ども
が健康に生まれ育つ環境整備を定めるとともに，国
による行動計画策定指針や地方自治体，事業者によ
る行動計画の策定など次世代育成支援対策を推進す
るために必要な措置を講ずることが目的」とされて
いる．本法をうけて，2005年～ 2014年における「行
動計画」を策定することが，すべての大企業ととも
に，すべての自治体に義務づけられている．浅井春
夫（2004）『「次世代育成支援」で変わる，変える子
どもの未来』，山吹書店，pp.27-28参照 .
18）「千葉市次世代育成支援行動計画・後期計画」（2010）， 
Ⅰ総論，pp.2－3参照．http://www.city.chiba.jp/kodomomirai/ 
kodomomirai/kikaku/kodomoplanhenkou.html.（2016.1.19 
参照）
19）「本計画では，施策の対象等に応じて呼称を使い分け
ることとし，乳児から青少年までの全般を指す場合
は，「こども」の呼称を用いるものとし，児童福祉法
で「児童」と規定する18歳未満のうち一定の範囲の
者を指す場合は「子ども」の呼称を用いるものと」
することが記されている．同上，p.4.参照 .
20）同上，pp.124-126参照．
21）同上，pp.127-128参照．
22）「千葉市・大学等共同研究事業・こどもに信頼される
大人とこどもの居場所のあり方」（主任研究者：放送
大学教養学部仙田満教授，筆者は共同研究者）にお
いて，ワークショップが実施された．
23）エリクソン（1959）の示した「基本的信頼」とは“生
後１ヵ年の経験から獲得される自分自身と世界に対
する１つの態度”であり，他人に対しては一般に筋
の通った信頼を，自分自身に対しては信頼に値する
― 42 ―
感覚を意味する．他者に対する安定した信頼感の形
成が自己に対する信頼につながるとされる．
24）田中尚彦（2015）「子ども・若者の居場所」，「特集子
どもの居場所part 2　貧困や格差に取り組む活動のい
ま」，『子どもと読書（414）』，親子読書地域文庫全
国連絡会，pp.4-5．
25）ギル・ヴァレンタイン著，久保健太訳，汐見稔幸監
修（2009），『子どもの遊び・自立と公共空間』，明石
書店，pp.197-198.
26）アマルティア・センは，「自由を得る機会については，
一般に「潜在能力〈ケイパビリティ〉」という考え方
が有意義なアプローチを示」すとしている．センは，
「潜在能力〈ケイパビリティ〉」について，「人間の生
命活動（functioning）」を組み合わせて価値あるもの
にする機会であり，人にできること，もしくは人が
なれる状態を表」すとする．また，「『潜在能力〈ケ
イパビリティ〉』という考え方によるアプローチは，
人が扱える手段ではなく，その人に現実に与えられ
ている機会を重視してい」る．「人がこの機会を利用
するか，しないかは自由」である．「潜在能力は，既
存のものに代わる，生命活動の組み合わせを表して
おり，人にはそれを選択する自由があ」る．アマル
ティア・セン（2006）『人間の安全保障』，集英社出
版，pp.151-153.
27）大宮勇雄，安斎育郎著，さくら保育園編（2014）『そ
れでもさくらは咲く─福島・渡利　あの日から保育
をつくる』，かもがわ出版，pp.20-24，pp.165-167参照 .
28）『千葉市こどもプラン　平成27年度～平成31年度』 
（2015），p.100参照．http://www.city.chiba.jp/kodomomirai/ 
kodomomirai/kikaku/chibashikodomoplan.html（2016.1. 
19参照）
